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§1．はじめに 

1.1 CASBEE（建築環境総合性能評価システム）について *1 

建築物の環境性能を総合的に評価するシステムである「CASBEE」（Comprehensive Assessment 
System for Built Environment Efficiency）は､国土交通省住宅局の支援のもと、産・官・学共同プ

ロジェクトとして開発が進められており、一般社団法人日本サステナブル・ビルディング・コンソー

シアム（JSBC））および傘下の小委員会がその主体的な運営にあたっており、その事務局は、一般

財団法人建築環境・省エネルギー機構（以下 IBEC といいます）内に設置されています。 
 CASBEE の評価ツールは、 

 建築物のライフサイクルを通じた評価ができること 
 「建築物の環境品質・性能(Q)」と「建築物の環境負荷(L)」の両側面から評価すること 
 「環境効率」の考え方を用いて新たに開発された評価指標「BEE（建築物環境性能効率： 

   Built Environment Efficiency）」で評価する 
という 3 つの理念に基づいて開発されており、BEE によるランキングでは「S ランク（素晴らしい）」

から、「A ランク（大変良い）」「B＋ランク（良い）」「B－ランク（やや劣る）」「C ランク（劣る）」

という 5 段階の格付けが与えられます。 
CASBEE は､設計者等の環境配慮設計のための自己評価ツールとして､建築物の資産評価等のため

の環境ラベリングツールとして、またいくつかの地方自治体においては、建築物の環境性能評価の届

出を義務付け、その評価結果を公表するという取り組みに活用されています。 
 

1.2 CASBEE 評価認証とは 

CASBEE の評価結果を第三者に提供する場合には、その信頼性や透明性の確保が重要となります。

CASBEE 評価認証制度は、CASBEE による評価結果の的確性を IBEC または IBEC から認定を受

けた CASBEE 評価認証機関が確認することにより、その適正な運用と普及を図ることを目的として

います。 
当社サステナビリティ部では、以下の通り IBEC から CASBEE 評価認証機関として認定を受け、

認証業務を行っています。 
 

認定番号 IBEC 機関認定第 10 号 

区  分 戸建住宅を除く建築物 

対象地区 日本全域 

期  間 自 2019 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日 

 
 
 
 
 
*1：CASBEE の名称、読み方、BEE（建築物環境性能効率）、及びロゴマークは、（一財）建築環境・省エネルギー

機構の登録商標です。 
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§2．認証業務の概要  
2.1 評価認証対象 

 適用対象用途 非住宅系用途：事務所、学校、物販店、飲食店、集会所、工場 
住宅系用途：病院、ホテル、集合住宅 

 上記適用対象用途の延べ面積が原則として、300 ㎡以上の建築物（日本全域） 
 IBEC に登録されている「CASBEE 建築評価員」が評価を行ったもの 
 当社で、CASBEE 評価もしくは評価コンサルティングを行っていないこと。 
 各評価ツールの評価ソフトおよび評価マニュアルが下記最新バージョンであること 

 評価ツール 評価ソフト 評価マニュアル 

□ CASBEE-新築 *1 CASBEE-NC_     (v.   ) CASBEE-新築(    年版)  

□ CASBEE-新築 (簡易版) *1 CASBEE-NCb_     (v.   ) CASBEE-新築(簡易版)(    年版)  

□ CASBEE-既存 *2 CASBEE-EB_     (v.   ) CASBEE-既存(    年版)  

□ CASBEE-既存(簡易版) *2 CASBEE-EBb_     (v.   ) CASBEE-既存(簡易版) (    年版)  

□ CASBEE-改修 *2 CASBEE-RN_     (v.   ) CASBEE-改修(    年版)  

□ CASBEE-改修(簡易版) *2 CASBEE-RNb_     (v.   ) CASBEE-改修(簡易版)(    年版)  

□ CASBEE-自治体版 各自治体による 同左 

*1：竣工後 3 年以内の建築物の評価に用いることができます。 
*2：竣工後 1 年以上経過した建築物の評価に用いることができます。 
 

 
※複合用途建築物の評価は、複合用途建築物評価ソフトを用いて各用途の結果を集計した結果が必要となります。

複合用途建築物評価ソフト（新築・既存・改修）は、IBEC のホームページに公開されていますので、参照して

下さい。ただし、建物用途のうち、建物全体の延べ面積の 20％未満の用途については、主用途に含めて評価し

て、構いません。→ 【参考資料 2】－④参照 
 

 

2.2 評価認証手数料 

申請建築物の延べ面積 用途 金額（消費税別） 

2,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 

単一用途 450,000 円 

複合用途 1 用途増える毎に 120,000 円を上記金額に加算 

10,000 ㎡以上 
50,000 ㎡未満 

単一用途 550,000 円 
複合用途 1 用途増える毎に 150,000 円を上記金額に加算 

50,000 ㎡以上 
単一用途 650,000 円 

複合用途 1 用途増える毎に 180,000 円を上記金額に加算 

※ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社が、評価認証業務を行った建築物を再認証する場合は表に記載する

金額の 70％とします。 
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§3．手続きの流れ 

3.1 標準手続きフロー 

 「事前相談」から「評価内容の公表」までの標準的な手続き等の流れは以下の通りです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

上図中、「規程」は、ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 CASBEE 評価認証業務規程を示し、番号は本申請ガ

イドの章番号を示します。 

CASBEE 評価認証機関 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

申請者 

3.7 CASBEE 建築評価認証書・認証マーク（認証票）交付（規程第 12 条） 

3.8 評価内容の公表 

  （規程第 12 条） 認証の表示 （規程第 13 条） 

3.5 手数料の

支払い 

（規程第 18 条） 
3.6 評価認証（規程第 10 条） 

3.9 取下げ願 

（規程第 14 条） 

申請建築物の CASBEE 評価 

認証の申請 

CASBEE 建築評価認証申請書 

その他申請関係図書（4.1～4.4） 

3.4 

申請書関係図書のチェック 

申請内容のチェック 

3.3 申請 

（規程第 7・8 条） 

審査中断・中止 

（規程第 11・１4 条） 

3.2 事前相談  （規程第 29 条） 

3.4 引受承諾書交付、 

請求書発行（規程第 8 条） 

契約締結 

質疑・追加資料請求 3.6 質疑回答・追加資料提出 （規程第 10 条） 

3.8 HP 等情報公

開に係る承諾書 

審
査
期
間
２
～
３
ヶ
月 
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3.2 事前相談 

 申請にあたっては、申請内容、申請関係図書の作成方法、及び業務期日等について、必ず当社の申

請窓口と打合せを行って下さい。 
 初回の事前相談に必要なもの 
・申請建築物の概要（規模・用途・建設（予定）地・竣工（予定）日等）が分かる資料、パン

フレット等 
 事前相談時に、申請関係図書で必要となる「申請チェックリスト」を配布いたします。 

 

3.3 申請 

 以下の申請関係図書（正本 1 部、副本 1 部）を当社の申請窓口に、持参又は郵送・宅配便にてお

願いします。なお、持参される場合は、事前に事務局までご連絡下さい。 
詳細は、§4 をご参照下さい。 
1) CASBEE 建築評価認証申請書【様式-1-1】 
2) CASBEE 評価認証の添付図書 

① 評価建築物の全体概要を示す資料（設計図等） 
② 環境設計の配慮事項【様式-3】 
③ CASBEE 評価シート 
④ 申請チェックリスト 
⑤ 根拠を示す資料等 
⑥ その他評価認証を行うため必要とする資料等 

3) CASBEE 評価シート及び申請チェックリストの電子データ（③と④の Excel データ） 
 

3.4 受付 

 申請窓口にて申請関係図書の内容を確認させていただき､不備等がある場合には受付できない場合

がありますので、ご了承下さい。 
 受付後は｢引受承諾書｣【様式-6】とともに、評価認証手数料の請求書を発行し､郵送いたします。 
 

3.5 手数料の支払い 

 郵送された請求書に指定された期日（原則として引受日の 1 ヶ月後）までに所定の銀行にお振込

み下さい。なお､振込手数料は申請者のご負担でお願いします｡支払期日までに支払われない場合は、

評価認証業務を中断することがありますのでご注意下さい。 
 

3.6 評価認証方法 

 必要に応じて申請者へのヒアリング等を実施いたします｡評価認証においての疑問点や指摘事項な

どは、 E-mail や FAX 等にて通知いたしますので、速やかに回答書を（必要があれば追加書類を添

えて）E-mail や FAX 等にてご提出下さい。 
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 申請関係図書の内容（ヒアリングや追加資料を含む）では的確に評価認証ができないと判断したと

きは、「通知書」にてその旨及びその理由を通知し、評価認証業務を終了します。 
 

3.7 評価認証書の発行 

 評価認証が完了しましたら、「CASBEE 認証マーク（認証票）」を添えて「CASBEE 建築評価認証

書」【様式-8-1】を発行し、提出された申請関係図書の内、副本（1 部）を返却します。 
 なお､評価認証の過程で修正や差し替えが発生した資料、または参考として提出して頂いた資料等

については、原則として返却いたしませんのでご了承下さい。 
 「CASBEE 建築評価認証書」および「CASBEE 認証マーク」は、A4 版用紙への印刷を基本とし

ています。ただし、「CASBEE 認証マーク」は、申請者の希望により電子データで交付しますので、

別途担当者にご相談下さい。 
 

3.8 評価認証の公表 

 評価認証書交付後、当社および IBEC のホームページにて、評価認証を行った旨を公表いたしま

す。なお、公表に際して、「ホームページ等情報公開に係る承諾書」【様式-7】のご提出をお願いして

います。公表内容は、下記となります。 
 「評価認証番号」 
 「建物の名称」 
 「認証日」 
 「申請者」「設計者」「施工者」（敬称略） 
 「建設地」 
 「建物用途／規模」 
 「評価ツール／評価段階」 
 「ランク」 
 「竣工（予定）日」 
 「認証有効期限」 

 

3.9 申請の取り下げ 

 申請者は､評価認証書交付前であれば「取下げ願」【様式-5】を提出することにより、取り下げるこ

とができます。ただし、評価認証手数料は負担していただきます。 
 

3.10 申請内容の変更 

審査期間中に、申請内容の訂正・変更等が生じた場合は、「CASBEE 評価申請内容変更届」【様式

-4】にその旨を記載のうえ、訂正・追加資料等（正本 1 部、副本 1 部）と一緒にご提出下さい。 
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§4．申請関係図書について 

4.1 申請関係図書の内容 

図書の種類 様式・備考 

1 
□ CASBEE 建築評価認証申請書 

【様式-1】： 
正本は捺印したもの、副本にはその写し 

□ 委任状 
【様式-2】： 
代理人が申請手続きをする場合は、委任状が必要。 

2 □ 目次  

3 

評価建築物の全体概要を示す資料 
※概要を示す程度のもので、全ての図面は必要あり

ません。 
□ 設計概要書  
□ 案内図、周辺図 既存建物配置、高さ、緑地等が判るもの 
□ 平面図（1 階、基準階）  
□ 立面図  
□ 断面図  
□ パース  

□ 計画地とその周辺が含まれた 
カラーの航空写真 

写真内に方位と計画地を書き入れたもの、又は 
写真内に方位と完成予想図を書き入れたもの 

□ 評価建築物の仮想閉空間を示す資料 * 【参考資料－1】参照 

□ 評価建築物の評価対象範囲と建物用途を示

す資料 * 
【参考資料－2】参照 

□ その他（             ） 評価認証に参考となる資料（必要に応じて） 
4* □ 環境設計の配慮事項 【様式-3】： 

5* 

CASBEE 評価シート ※モノクロ出力で構いません。 

※評価ソフトが最新バージョンであることを確認し

て下さい（§2.1 参照）。 

※2 用途以上の複合用途建築物の場合、「複合建築物

評価シート」も出力して下さい。 

□ メインシート 
□ 評価結果表示シート 
□ スコアシート 
□ 採点（解説）シート 

（□） （付録シート） 
6* □ 申請チェックリスト  → §4.3 ※電子データは、別途配布しています。 

7* 
□ 根拠を示す資料    → §4.4 

※評価分野毎に 6，7 を続けて、ファイルして下さい。

※複数の評価項目で用いられる資料は、重複してフ

ァイルするか「7 共通」にファイルして下さい。 
※評価マニュアルが最新バージョンであることを確

認して下さい（§2.1 参照）。 
※IBEC の CASBEE ホームページの最新正誤表、

Q&A もご確認下さい。 □ 共通となる根拠を示す資料 

8* □ 「CASBEE 評価シート」および「申請チ

ェックリスト」の電子データ 

CD-R 等（E-mail でも可） 
※2 用途以上の複合用途建築物の場合、「複合建築物

評価シート」も含んで下さい。 

  * の資料は、2 用途以上の複合用途建築物の場合は、用途毎に必要となります。 

 



              
- 7 - 

4.2 ファイル構成と必要部数 

 
□A4 ファイル（2 穴リングファイル：背表紙付き） 正本 1 部（捺印）・副本 1 部（写し） 
 

 背表紙には、「建物名称」「申請者」「設計者」「正・副の区別」「分冊表示（分冊の場合）」を明記

して下さい。 
 各頁は、A4 版：片面印刷を原則とし、頁番号は 6，7 以外記載しなくて結構です。 
 A3 版用紙等は折り込んで下さい。 
 市販のカラーインデックスカードを、下記図書の最初の頁の前に付けて下さい（下図中、灰色箇

所）。 
・3．評価建築物の全体概要を示す資料 
・4．「環境設計の配慮事項」 
・5．CASBEE 評価シート 
・6．申請チェックリスト（Q1，Q2，Q3，LR1，LR2，LR3）の最初の頁 
・7．根拠を示す資料（Q1，Q2，Q3，LR1，LR2，LR3）の最初の頁 
・7．共通となる根拠を示す資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

5． 

複合建築物評価 

シート 

 
 
・・・・・ 
 
・・・・・ 

7． 

 

 

 

LR3の根拠資料 

 

 
 
 
LR3 の申請 

チェックリスト 

 
 
・・・・・ 
 
・・・・・ 

7． 

 

 

 

LR2の根拠資料 

 

 
 
 
LR2 の申請 

チェックリスト 

 
 
・・・・・ 
 
・・・・・ 

7． 

 

 

 

LR1の根拠資料 

 

 
 
 
LR1 の申請 

チェックリスト 

 
 
・・・・・ 
 
・・・・・ 

7． 

 

 

 

Q3 の根拠資料 

 

 
 
 
Q3 の申請 

チェックリスト 

 
 
・・・・・ 
 
・・・・・ 

7． 

 

 

 

Q2 の根拠資料 

 

 
 
 
Q2 の申請 

チェックリスト 

1． 

 

CASBEE 建築

評価認証申請書 

及び委任状 

 

2． 

 

資料の目次 

3． 

 

評価建築物の 

全体概要を示す

資料 

4． 

 

「環境設計の 

配慮事項」 

5． 

 

CASBEE 評価 

シート 

7 共通 

 
共通根拠資料 

 

7． 

 

Q1 の根拠資料 

6． 

 

Q1 の申請 

チェックリスト 

 

 
 
・・・・・ 
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4.3．申請チェックリスト 

 「申請チェックリスト」は、CASBEE 評価ソフトを使用して作成した評価シートの各項目のレベ

ルの設定の考え方及びその「根拠を示す資料」の名称等を記入するシートで、Q1～LR3 までの評価

分野毎にシートが作成されています。 
 

 下記載例を参考にして、申請チェックリストに記入して下さい。評価対象外の評価項目は除いて

結構です。 
 第一シートに記載された「チェックリストの作成全般の注意事項」を確認し作成して下さい。 
 「実施設計段階」の評価では、原則として、設計図書に明記され採用されることが確定している

もののみ評価対象となります。そのことを示す資料がない場合は、最低のレベルとなります。 
 

＜申請チェックリスト記載例＞ 
 
 

○○○レジデンス

○○○不動産
○○○建築設計一級建築士事務所

全体・共用 一人当たりの執務スペース、居室等の面積が確認できる資料 □適

□ レベル □ 建築平面図 □要修正

（ ） □ 計算書

住居・宿泊 □

□ レベル

（ ）

全体・共用
電源の仕様、コンセント容量、情報通信設備の仕様が
確認できる資料

□適

□ レベル ■ 仕様書 1 □要修正

（ ） ■ 電気設備図 2

住居・宿泊 □ 計算書

■ レベル □

（ 4 ）

全体・共用
バリアフリー新法（旧ハートビル法）への対応状況が確認
できる資料

□適

■ レベル ■ 対応項目一覧表 1～3 □要修正

（ 4 ） ■ 適応されるレベル（項目数） 1～3

住居・宿泊 ■ 対応個所が確認できる図面 4～5

評価しない

1.1 機能性・使いやすさ

1 機能性

評価項目

申請者記入欄

損保ジャパン・リスクマネジメント版

建築物名称

申請者

資料NO.
/頁

CASBEE-新築（簡易版）（2008年版） 建物用途 集合住宅

A

評価レベ
ル

/ポイント
コメント

判断の根拠とする資料
「全体・共用」と「住居・宿泊」の資料を明確にすること

評価の考え方（判断の根拠を具体的に記入）
※評価した項目毎に説明すること。

判定

5 Q2 1.1.3 バリア
フリー計画

3 Q2 1.1.1

CASBEE建築評価認証
申請チェックリスト（Q2）

評価ツール

評価ランク

4 Q2

チェック欄

1.1.2
高度情報
通信設備
対応

広さ・
収納性

本シートの建物用途
（複合用途の場合）

審査側記入欄

全体・共用
バリアフリー法の建築物移動等円滑化基準を満たしてい
るため、レベル4と評価した。（東京都バリアフリー条例に
おいて、2,000㎡以上の共同住宅は、建築物移動等円滑
化基準が義務化されている。）

住宅・宿泊
各住戸内に100Mbクラスの光ファイバーが導入されている
ため、レベル4と評価した。

 

該当する場合に■を選

択し、設定したレベル

の数値を入力します。 

評価の理由を具体的に記載

します。欄が不足する場合に

は、別紙にその内容を記載し

て下さい。 
ポイントの数でレベル

を決定する場合には、

評価する取り組みの項

目数を入力します。 

該当する根拠資料の名称がな

い場合には、空きのセルに資料

の名称を入力します。 

資料 NO.は、各項目別の通し

番号として下さい。「根拠を示

す資料」の頁と対応させてくだ

さい。共通資料は､「共 1」の

ように記載します。 

審査側記入欄に

は、記入しない

で下さい。 

評価対象外 
項目は、セルに

色付けしてお

いて下さい。 

評価分野毎に記載して下さい。 

 SJNK-RM 版 
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4.4．根拠を示す資料 

 下記載例を参考にして、「評価対象の評価項目のみ」作成して下さい。評価対象外の評価項目は

除いて結構です。 
 複数の評価項目で用いられる資料は、重複してファイルするか、「共通となる根拠を示す資料」

にファイルして下さい。 
 「申請チェックリスト」における資料 NO．と対応させた頁番号を、右下に記載して下さい。 
 「根拠を示す資料」例としては、 

□設計図書：各評価項目に関係する図面、仕様書 
（□平面図 □立面図 □断面図 □パース □仕上表  
□部材一覧（リサイクル材等明記）□設備機器一覧表等） 

□省エネルギー計画書 
□性能評価書 
□近隣状況がわかる資料 
□エネルギー消費実績資料（「CASBEE-既存」評価では必須） 
□室内環境実測資料 
□地域環境実測・調査資料 

＜根拠を示す資料記載例＞ 
 
 

Q2-1.1.2-2 

右下に頁番号を記載して下さい。 

資料中どの箇所を見れば、各項目の採

点理由を判断できるのかマーカー、赤

の囲み等で示して下さい。また、説明

を資料中に加筆しても構いません。 

評価項目タイトル 

Q2-1.1.2 高度情報通信設備対応 

Q2-1.1.2-1 

○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○

Q2-1.1.2-3 

「申請チェックリスト」における 

資料 NO.と対応します。 
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【参考資料-1】 － 評価建築物の仮想閉空間を示す資料 － 

 
 平面図により、評価対象となる仮想閉空間の境界ライン、建物の配置を明示して下さい。各項目の

評価は総て同一の仮想閉空間で評価し、この範囲が項目毎に変わってはならないこととします。図-1
は、CASBEE の基本原則である、一敷地内に一建物の状態で申請する場合を表します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 CASBEE では原則として、仮想閉空間の内部にある建物は全て評価する必要があり､一部の建物の

み、もしくは建物内の一部の部分のみを取り出して評価することはできません。従って、敷地内に複

数の建物がある場合は、図-2 のように申請建物を含む範囲で仮想閉空間を設定し､一敷地一建物の状

態で申請することが必要です。 
 ただし､用途上不可分の関係にある建物や、人工地盤上にある建物など､複数棟を一建物と見なせる

場合には、それらの建物を含む敷地の範囲で申請することができます｡図-3 に示すように複数棟をま

とめて申請する場合には、原則として複合用途建築物の場合と同様に、棟毎に評価しそれぞれの延べ

面積で按分し評価する必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

敷地外 

評価建築物 

敷地内 

仮想境界 

敷地外 

図-１：一敷地一建物として評価 

敷地外 

評価建築物 

敷地内 

仮想境界 

既存 
建物 

図-2：評価建築物の範囲で仮想閉空間を設定する場合 

 

敷地内 

仮想境界 

敷地外 

 
評価建築物が不可分

の関係にある場合 

図-3：複数建物を含む範囲で仮想閉空間を設定する場合 
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【参考資料-2】 － 評価建築物の評価対象範囲と建物用途を示す資料 － 

 
 評価を行うに当たり、評価建築物の評価対象とした部分を明確にしなければなりません。下表に各

用途の評価対象範囲を示します。詳細は、次頁以降①～④をご参照下さい。参考例を基に、評価対象

の範囲を平面図、断面図等を利用して作成して下さい。 
 
 
各用途の評価対象範囲 

 
①非住宅系用途 

②住宅系用途 
③工場（倉庫・駐車場含む） 

共用部 専有部 

Q1 居室部分 
(建物全体･共用部分)

の基準で評価 

(住宅･宿泊部分) 

の基準で評価 

居室部分 

（延べ面積が全体の 10％未満の

場合は、評価対象外） 

Q2 

１ 居室部分 
(建物全体･共用部分)

の基準で評価 

(住宅･宿泊部分) 

の基準で評価 

居室部分 

（延べ面積が全体の 10％未満の

場合は、評価対象外） 

2 

3 
建物全体 建物全体 建物全体 

Q3 
建物全体及び仮想閉空

間内部の外部空間 
建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間 

建物全体及び仮想閉空間内部の

外部空間 

LR1 建物全体 建物全体 建物全体 

LR2 建物全体 建物全体 建物全体 

LR3 
建物全体及び仮想閉空

間内部の外部空間 
建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間 

建物全体及び仮想閉空間内部の

外部空間 
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① 非住宅系用途（事務所、学校、物販店、飲食店、集会所）の場合 
非住宅系用の建築物の場合、Q3，LR3 を除く項目の評価範囲は原則として建物全体となります。

その中で Q1（室内環境）～Q2 の 1（機能性）の評価では、建物内の居室に相当する部分（付随

して使用する部分を含む）で評価する必要があります。 
建物を代表する居室部分で評価する場合には、評価対象範囲の合計が、建物全体の延べ面積の

50％以上を占めていなければなりません。 
評価対象とした居室が複数あり、居室の仕様が異なる場合は、各々の居室を個別に評価し、各

部分の面積比率で按分し評価する必要があります。評価対象とした居室の対象範囲は、面積割合

も含めて図面等に明記します。 
なお評価に用いる基準は、＜建物全体・共用部分＞の基準を用い、＜住居・宿泊部分＞の基準

は用いません。 
Q3，LR3 の評価対象は、建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間を含む範囲とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

仮想閉空間 

敷地外 評価 
建築物 敷地内 

建物全体 

Q1,Q2,LR1,LR2 の

評価対象は建物全体 

Q3,LR3 の評価対象は

建物全体と外構部分を

含む仮想閉空間 

図-４：非住宅系用途の評価対象範囲 

仮想閉空間 

敷地外 敷地内 

Q1,Q2 の 1 の評価では建物

内の評価対象とした居室の

部分を明示する。 

図-5：Q1～Q2 の 1 の評価対象範囲 
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② 住宅系用途（病院、ホテル、集合住宅）の場合 
病院、ホテル、集合住宅の住宅系用途の建築物の場合、Q1 と Q2 の評価は住宅の専有部分また

は個室・病室に相当する部分と、共用部分に分けて評価する必要があります。その際、専有部分

または個室・病室に相当する部分は、＜住居･宿泊部分＞の基準で評価し、その他の共用部分は＜

建物全体・共用部分＞の基準を用いて評価します。また、Q2 の 2～3 について、＜住居・宿泊部

分＞に「評価しない」と書かれている場合には、＜建物全体・共用部分＞の評価基準を用い、専

有部分または個室・病室部分を含む建物全体で評価します。 
①の場合と同様に、Q1～Q2 の 1 の評価において、代表とする専有部分等や共用部分で評価す

る場合には、評価対象範囲の合計が、専有部分等または共用部分の延べ面積のそれぞれ 50％以上

占めていなければなりません。 
評価対象とした居室が複数あり、居室の仕様が異なる場合は、各々の居室を個別に評価し、各

部分の面積比率で按分し評価する必要があります。評価対象とした居室の対象範囲は、面積割合

も含めて図面等に明記します。 
LR1，LR2 の評価対象は、共用部分、専有部分等の別はなく、建物全体とします。 
Q3，LR3 の評価対象は、建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間を含む範囲とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

仮想閉空間 

敷地外 
住居 
宿泊部 敷地内 

建物全体 

Q1,Q2 の評価対象は 
住居･宿泊部と共用部に分ける 

Q3,LR3 の評価対象は

建物全体と外構部分を

含む仮想閉空間 

図-6：住宅系用途の評価対象範囲 

共用部 

LR1，LR2 の評価 
対象は建物全体 

仮想閉空間 

敷地外 敷地内 

Q1,Q2 の評価では、住居･宿泊部と 
共用部のそれぞれについて、 
評価対象とした部分を明示する。 

図-7：Q1～Q2 の 1 の評価対象範囲 



              
- 14 - 

③ 工場（倉庫、駐車場を含む）の場合 
工場の場合には、Q1（室内環境）～Q2 の 1（機能性）の評価は、建物内の事務室等の居室に

相当する部分が評価対象となります。もし居室に相当する部分が、建物全体の延べ面積の 10％未

満である場合には、居室に相当する部分が無いものとし、全て評価対象外とします。 
Q2 の 2～3、LR1，LR2 の評価対象は建物全体とします。 
Q3，LR3 の評価対象は、建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間を含む範囲とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
④ 複合用途建築物の場合 

2 用途以上の複合用途建築物の場合には、各用途の範囲を明確にするとともに、各用途の中で

評価対象とした範囲を明示して下さい。その際の設定方法については①～③で示す用途毎の評価

範囲の設定方法に準じます。 
Q3 と LR3 の評価対象については、評価対象が建物全体及び仮想閉空間内部の外部空間を含む

範囲となるため、用途による違いはありません（評価結果も用途による違いはありません）。 
建物用途のうち、建物全体の延べ面積の 20％未満の用途については、単独の用途として評価す

る必要はありません（他用途のうちのいずれかの用途に含めて評価して下さい）。 
 
 

仮想閉空間 

敷地外 

居室部分 

敷地内 

建物全体 

Q1,Q2 の 1 の評価対象は 
居室に相当する部分 

Q3,LR3 の評価対象は

建物全体と外構部分を

含む仮想閉空間 

図-8：工場等の評価対象範囲 

Q2 の 2～3，LR1，LR2 の 
評価対象は建物全体 


